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連結財務諸表の作成または持分法を適用する場合，在外子会社または関連会
社の外貨表示財務諸表を報告通貨(親会社の自国通貨)に換算する必要がある。
主要な換算方法として テンポラル法 l 決算日レート法2およびこれらの 2
1 テンポラル法は，外貨表示財務諸表上の各項目(資産，負債，収益および費用の項目)
をそれぞれに適用されている測定基準および認識基準に対応する時点の為替レートにより
換算する方法である。つまり，通貨，金銭債権・債務および時価で測定されている資産
(たとえば，低価基準が適用されている棚卸資産や有価証券)は，決算日レートにより換
算され，棚卸資産および固定資産など取得原価で測定されている費用性資産は，取得日レー
トにより換算される。損益計算書項目のうち，収益および費用は，発生日レートまたは期
中平均レートにより換算され，費用性資産の費用化額(たとえば，売上原価や減価償却費
など)および収益性負債(たとえば，前受金や前受収益など)の収益化額は，それぞれ当
該資産の取得日レートおよび負債の発生日レートにより換算される。また，換算差額は，
当期の為替差損益として損益計算書に計上される。
2 決算日レート法には いくつかの形態がある。外貨表示財務諸表上の資本項目以外のす
べての項目(資産，負債，収益および費用の項目)を決算日レートにより換算し，換算差
額を資本調整項目として処理する方法が原初的な形態であると考えられる。ただし，収益
および費用の項目については，期中の平均レートや発生日レートにより換算する方法のほ
うが一般的である。このため，決算日レート法は，カレントレート法と呼ばれることもあ
る。本論文では， current rate methodの訳語として「決算日レート法」を用いた。
- 31 (177)ー
つの換算方法を状況に応じて適用する状況別換算法(在外子会社等が従属型の
場合には，テンポラル法を適用し，独立型の場合には決算日レート法を適用す
る方法)の 3つがある 3。近年，世界的な趨勢として，状況別換算法が会計基
準として採用されてきている。たとえば，米国の財務会計基準審議会による基
準書第52号(1981年)，英国の会計基準委員会による標準会計実務書第20号(1983
年)，国際会計基準委員会による国際会計基準第21号 (1983年)のいずれにお
いても，状況別換算法が採用されている。わが国の企業会計審議会は， I外貨
建取引等会計処理基準J(1979年)においては，修正テンポラル法4 を原則と
して，採用していたが，今年5月に改訂「外貨建取引等会計処理基準」を公表
し，そこでは決算日レート法5を採用している。したがって，会計基準の国際
的調和化の観点から，外貨表示財務諸表の換算方法に関する会計問題は，緊急
に再検討すべき問題であると考えられる。筆者は，テンポラル法，決算日レー
3 その他の換算方法として，流動・非流動法(流動項目を決算日レートにより換算し，非
流動項目を取得日または発生日の為替レートにより換算する方法)や貨幣・非貨幣法
(貨幣項目を決算日レートにより換算し，非貨幣項目を取得日または発生日の為替レート
により換算する方法)がある。
4 修正テンポラル法のもとでは，貸借対照表項目は，概ねテンポラル法と同じ方法で換算
される。つまり，通貨および短期金銭債権・債務は，決算日レートにより換算され，長期
金銭債権・債務は，取得日または発生日レートにより換算される。また，費用性資産な
ど取得原価で測定されている項目は，取得日レートにより換算される。損益計算書項目
のうち，収益および費用は，発生日レートまたは期中平均レートにより換算され，費用
性資産の費用化額および収益性負債の収益化額は，それぞれ当該資産の取得日レートお
よび負債の発生日レートにより換算される。また，当期純利益は，直接決算日レートに
より換算され，換算差額は，為替換算調整勘定として貸借対照表に計上される。
5 改訂「外貨建取引等会計処理基準Jにおける決算日レート法は，次のような換算方法で
ある。
① 資産および負債は決算日レートにより換算する。
② 資本に属する項目については，親会社による株式取得時における項目は，その時の
レートにより換し，その他の項目は発生時のレートにより換算する。
③ 収益および費用は，決算日レートまたは期中の平均レートにより換算する。
④ 資産および負債の換算に用いるレートと資本に属する項目に用いるレートとが異な
ることによって生じる換算差額は，為替調整勘定として，資産の部または負債の部に
計上する。
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ト法および状況別換算法の3つの換算方法を比較検討することにより，より望
ましい外貨表示財務諸表の換算方法を提唱するための最初のステップとして，
論文 [23Jにおいて，テンポラル法を検討した。本論文の目的は， より望まし
い外貨表示財務諸表の換算方法を提唱するための第二のステップとして，決算
日レート法を検討することにある。
E 決算日レート法を支持する見解
決算日レート法には，①その換算手続が単純であるとの実務上の利点，②決
算日レート法の換算結果が，為替レートの変動による予測される経済的効果と
一般的に整合オるとの利点，③外貨表示財務諸表における項目間の諸関係が，
換算後も保持されるとの利点などがあると言われている 60 たとえば， R.ジヤ
ンス ([15]， p.19)は，決算日レート法の利点を次のように列挙している。
① 決算日レート法は，適用が容易である。すべての項目が1つの為替レー
トで換算される。
② 決算日レート法は，外貨建資産を外貨建負債で、ヘッジするといった自然
な傾向に符合している。
③ 決算日レート法は，外貨表示財務諸表上の元の会計諸比率を保持してい
る。このことから，換算後財務諸表は在外事業体の業績を測定するために
利用できる。
④ 決算日レート法の結果は，為替レートの変動による資産，負債および活
動への予測される経済的効果に一般的に合致する。たとえば，外国通貨の
切り下げは，換算される固定資産について低い本国通貨価値をもたらすで
あろう。このことは 本国通貨で測定された場合のこれらの固定資産の潜
在的利益稼得能力についての予測の低下と一般的に合致するであろう。
6 決算日レート法のもとでは，換算差額(換算調整勘定)が，損益として計上されずに，
株主持分に直接計上される。したがって，決算日レート法は， I利益に著しい変動」をも
たらさないことがその利点として指摘されることがある。論文 [23Jの169-170頁参照
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また，英国の会計基準委員会による公開草案21([ 1 J ，par. 10 )によれば，
決算日レート法は，次のような同様の利点を有していると指摘されている 70
① それは，外国にある固定資産が外貨建借入金により賄われている状況，
つまり，為替レートの変動が利得と損失の相殺をもたらす状況をうまく処
理する。
② 外貨で当初作成されたときの財務諸表における残高聞に存在する諸関係
が，換算後財務諸表において保持される。これに反して，歴史的レートが，
一定の資産を換算するために使用される場合には，その諸関係は保持され
ない。
③ 歴史的レートを使用するなら必要となるであろう外国にある固定資産お
よぴ棚卸資産についてのポンドによる記録を保持する必要はない。
④ それは処理が簡単である。その結果は，財務諸表の利用者により容易に
理解される。
また， S.ベラミー ([6J，p.75)も，決算日レート法に関する同様の利
点を「決算日レート法は，単純であること以外に，概念上の強みがあると言わ
れる。さらに，それは一般に認められた換算目的に合致している。たとえば，
F A S52号は，為替レート変動の実際の経済的効果に直接的に共鳴する結果を
与え，換算プロセスをとうして外貨表示財務諸表における財務結果および項目
問の諸関係を保持することを目的としている。利益の変動性は，換算損益を株
7 J.フラワー ([1].p.307)は，公開草案21によって指摘された「決算日レート法の換
算手続が単純であるとの実務上の利点」について，その利点を過大に評価すべきではな
いとの見解を次のように述べている。「決算日レート法は確かに処理が比較的容易で、ある。
しかしながら，テンポラル法適用の実務上の困難性を誇張すべきでない。本国通貨によ
る固定資産の歴史的原価は，一度確定すれば，それはすべての将来の貸借対照表にとっ
て有効で、ある。決算日レート法によれば，資産価額は，毎年修正する必要がある。したがっ
て，利点c(歴史的レートを使用するなら必要となるであろう外国にある固定資産およ
び棚卸資産についてのポンドによる記録を保持する必要はないー引用者挿入)は，実際
にはほとんど採るに足らないものである。さらに，処理が容易であることは，会計処理
を選択するさいの重要な理由にはならない。会計処理により影響を受ける資産価額の差
異が非常に大きい場合には，特に，そうである。」
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主持分における準備金勘定に計上することにより，少なくなる。」と指摘して
いる。
ここでは，決算日レート法を支持する見解を検討するに先だって，設例を用
いて①換算手続が単純であるとの実務上の利点，②換算結果が，為替レートの
変動による予測される経済的効果と一般的に整合するとの利点，③外貨表示財
務諸表における項目聞の諸関係が換算後も保持されるとの利点の意味を明らか
にする 80
【設例}
表1は，米国企業のカナダ子会社の外貨(カナダドル)表示財務諸表を次の
ような条件の.もとで，テンポラル法と決算日レート法によって換算した結果を
示したものである。
条件:カナダドルの対米国ドルレートが， 0.95であったときに，米国企業の
カナダ子会社が設立され，その会社により，固定資産が取得された。決算日の
レー トは， 0.85であり，期中の平均レートは， 0.90であり，期末棚卸資産にとっ
ての歴史的レートは， 0.91であった。売上原価および減価償却費にとっての歴
史的レートは，それぞれ0.93および0.95であった。
決算日レート法の 3つの利点の意味は，表lにおける数値から，次のように
明らかにされる。
①決算日レート法の換算手続が単純であるとの実務上の利点の意味は，決算
日レート法のもとでは，テンポラル法と比べてより単純な換算レートが表lに
おいて適用されていることから明らかである。
②決算日レート法の換算結果が，為替レートの変動による予測される経済的
効果と一般的に整合するとの利点の意味は，決算日レート法のもとでは，表 l
において， 11ドルの換算損失(株主持分の減少一換算調整勘定の借方)が報告
されていることから明らかである。つまり 決算日レート法のもとでの11ドル
8 この[設例]および決算日レート法の利点の意味についての説明は， C.W.ギル ([12J，
pp.27-28)によるものである。
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表l
テンポラル法 決算日レート法
貸借対照表 カナダドル レー ト 米国ドル レー ト 米国ドル
現金・債権(正味) 100 .85 85 .85 85 
棚卸資産 300 .91 273 .85 255 
固定資産(正味) 600 .95 570 .85 510 
1.000 928 850 
流動負債 180 .85 153 .85 153 
長期債務 700 .85 595 .85 595 
株主持分
普通株資本金 100 .95 95 .95 95 
留保利益 20 85 18 
換算調整勘定 (1 ) 
1.000 928 850 
損益計算書
τフま乙cJ二τI司まf 130 .90 117 .90 117 
売上原価 (60) .93 (56) .90 (54) 
減価償却費 (20) .95 (19) .90 (18) 
その他の費用(正味) (10) .90 (9) .90 9 
為替差益 70 
税引前利益 40 103 36 
所得税 (20) .90 (18) .90 (18) 
純利益 20 85 18 
諸比率
売上高純利益率 .15 .73 .15 
売上高総利益率 .54 .52 .54 
負債比率 5.83 3.31 5.83 
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の換算損失の報告は，カナダドルが米国ドルに対して弱くなっていること(為
替レートの不利な変動)による予測される経済的効果と整合している。他方，
テンポラル法のもとでは，カナダドルが米国ドルに対して弱くなっている(為
替レートに不利な変動が生じている)にもかかわらず， 70ドルの利得が，棚卸
資産および固定資産を歴史的レートで換算し，負債をカレントレ}トで換算す
ることにより，報告される。したがって，テンポラル法の換算結果は，為替レー
トの変動による予測される経済的効果と一般的に整合しない。
③外貨表示財務諸表における項目間の諸関係が，換算後も保持されるとの利
点の意味は，表 1において，決算日レート法による換算後財務諸表における項
目間の諸関係(たとえば，売上高純利益率:0.15，売上高総利益率:0.54，負債
比率:5.83)が，カナダドル表示財務諸表におけるそれと同じであることから
明らかである。このことが生じるのは，すべての外貨建て資産および負債を換
算するために同じレート(つまり，カレントレート)が用いられ，すべての損
益計算書項目を換算するために 1つのレート(つまり，平均レート)が用いら
れているからである。他方，テンポラル法による換算後財務諸表における項目
聞の諸関係は，項目ごとに多様なレートが用いられるので，カナダドル表示財
務諸表におけるそれと大きく異なっている。
前記の【設例}に基づく説明によって，決算日レート法の利点の意味は，明
らかになったと考えられる。しかしながら，決算日レート法の利点を指摘し，
その意味を単に説明するだけでは 決算日レート法を十分検討したことにはな
らないと考えられる。したがって 以下において (1) r決算日レート法の換算
結果は，為替レートの変動による予測される経済的効果と一般的に整合するJ
との観点から，決算日レート法を支持する見解と(2)r決算日レート法によれば，
外貨表示財務諸表における項目聞の諸関係が，換算後も保持される」との観点
から，決算日レート法を支持する見解を詳細に検討する。
(1) r決算日レート法の換算結果は，為替レートの変動による予測される経済
的効果と一般的に整合するjとの観点から，決算日レート法を支持する見解
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基準書第52号は，経済的効果との整合性の観点から，決算日レート法を支持
する見解について次のように述べている 90
「換算についての機能通貨アプローチの基礎には，米国の企業は，一般的に，
その在外事業への純投資額の範囲で為替リスクにさらされているとの見解があ
る。この見解は，広義のヘッジング概念から導きだされたものである。工場お
よび設備のような 事業体に対して機能通貨での収益を生みだす資産は，それ
と同じ通貨での支払が要求される負債の有効なヘッジであり得る。したがって，
機能通貨建ての資産および負債は，相互にヘッジしあい，純資産だけが為替リ
スクにさらされている ([10]， par.94)。
在外事業体の資産および負債のすべてが機能通貨で測定され，カレントレー
トで換算される場合には，為替レート変動の会計への影響の純額は，事業体の
純資産への影響で、ある。したがって，会計上の結果と広義の経済的ヘッジング
概念とが整合する。ヘッジされた資産および負債からは，いかなる利得も損失
も生じない。機能通貨が強くなったり，弱くなったりする場合に，ヘッジされ
なかった純投資額のドル相当額が，増加したり，減少したりする ([10J，par. 
95)oJ 
9 基準書第52号 ([10J，par.69)によれば，機能通貨アプローチには，次の手続が含まれ
ていると説明されている。
a 事業単位の経済環境にとっての機能通貨を識別する。
b 財務諸表のすべての項目を機能通貨によって測定する。
c 機能通貨と報告通貨が異なっている場合には，機能通貨から報告通貨への換算にカ
レントレートを用いる。
d 為替レートの変動が純投資に与える経済的影響とその変動が機能通貨以外の通貨に
よって受け払いされる個々の資産および負債に与える経済的影響とを区別する。
この機能通貨アプローチの説明から明らかなように，機能通貨(その事業体が活動し
ている主要な経済環境における通貨である。通常，それは事業体が主にそこで資金を稼
得し，消費している経済環境における通貨である([10J，par.5))と報告通貨が異なって
いる場合，決算日レート法が適用される。在外子会社が独立型(ある特定の国の中で，比
較的自己充足的で、かっ自己完結的な事業を行っている事業体)の場合，その機能通貨は，
一般的に現地通貨である ([10]， par.6)。したがって，在外子会社が独立型の場合，決算
日レート法が適用される。
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また， J.フラワー ([11]， p.311)は， I公開草案21[lJのpar.10-a (決
算日レート法は，外国にある固定資産が外貨建ての借入金により賄われている
状況，つまり，為替レートの変動が利得と損失の相殺をもたらす状況をうまく
処理する)10 は， r決算日レート法は，報告会社が在外活動において純投資を有
しており，その純投資が通貨変動によるリスクを負っているとの概念に基づい
ているJとのpar.9におけるステートメントと密接に結び付いている。つまり，
報告会社は在外活動において純投資を有しており，決算日レート法は，その純
投資が通貨変動によるリスクを負っているとの概念に基づいている([11]， 
p.310) oJと述べ，英国の標準会計実務書の公開草案21によって提起された純
投資概念を拠り所にして， I決算日レート法の換算結果は，為替レートの変動
による予測される経済的効果と一般的に整合する」との観点から，決算日レー
ト法を支持する見解を次のように説明している。
「この論理(公開草案21のpar.10-aにおいて提起された決算日レート法支
持論ー引用者挿入)は，本国通貨の切り下げのケースを考察する場合，きわめ
10 J.フラワー ([11J，pp.310-311)は，公開草案21のpar.10-aについての詳細な論理を
次のように説明している。
a 多くの場合，実際には，在外子会社は概ね自律的である。どの資産を取得するかあ
るいは保持するかに関する意思決定や販売活動に関する意思決定は，現地の取締役会
が行う。
b さらに，これらの在外子会社は，現地での借入や留保利益を用いて，ほとんどの資
金をみずから調達している場合が多い。
c このような状況のもとでは，子会社に対する親会社の主要な関心は，年次配当金に
ある。年次配当金が満足のいくものであれば，親会社が，子会社の財政状態あるいは
活動にことこまかく関与することはないで、あろう。
d したがって，親会社は，子会社の資産，負債，収益および費用の詳細について関心を
もたない。その関心は 唯一確実なベニフィトである年次配当金の源泉である子会社
への純投資にある。
e この純投資の価値は，決算日レートで純資産を換算することにより， もっともうま
く反映される。 1つだけレ トを使用するとすれば，それは決算日レートでなければ
ならない。
f 純資産が決算日レートで換算されるので，貸借対照表が均衡するためには，貸借対
照表における他のすべての項目も，同じレートで換算されなければならない。
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て有力であるように思われる。在外子会社の通常の状況(総負債が貨幣性資産
を超える純貨幣負債にある状況)において，テンポラル法を適用すると，在外
子会社の換算後の純資産の金額は，下落するであろう。つまり，換算後の固定
資産の金額は変化しないが，換算後の純負債の金額は増加するでろう。このこ
とは，論理的でないように思われる。本国通貨の切り下げ後，外国通貨は，切
り下げ前より本国通貨の観点からより大きな価値がある。外国通貨により表示
されている純投資も，同様により大きな価値があるはずである。別の議論によ
れば，本国通貨の切り下げ後，子会社からの年次配当金は，本国通貨の観点か
らおそらくより大きな価値があるであろう。このことは，外国通貨による年次
配当金における変動がないとの合理的な保守的仮定をもうけるならば，間違い
なく事実であろう。したがって これらの配当金の源泉である在外子会社の純
投資は，投資を将来受取額の正味現在価値として評価する原則に基づけば，よ
り大きな価値があるはずである。この議論が，本質的にpar.10-aにおいて明
らかにした主張である。」
また， J. A. ラーゲイ ([16J，pp.47-48)は，会計エクスポージャーと
経済的エクスポージャーとが整合するとの観点から，決算日レート法を支持す
る同趣旨の見解を次のように述べている。
「基準書第8号のもとでは，会計エクスポージャー(カレントレートで換算さ
れる勘定一引用者挿入)は，一般的に，純貨幣性資産(純貨幣性負債)にある。長
期債務は貨幣性負債と考えられるので，多くの在外事業体は，基準書第 8号に
よれば純負債会計エクスポージャーにある。 1970年代にはドルが多くの外国通
貨に対して弱くなったので，換算損失が生じ，利益に反映された。これらの結
果は，機能通貨が米国ドルである在外事業体に対しては，基準書第52号のもと
でも存続するであろう。しかしながら，これらの結果は，決算日レート法を使
用する在外事業体にとっては，もはや保持されないであろう。第一に，決算日
レート法での会計エクスポージャーは，純資産(通常は正である)として定義
されるので，弱くなったドルは，換算利得をもたらすであろう。第二に，換算調
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整勘定は，換算利得であれ，損失であれ，当期利益に算入されない。基準書第52
号におけるこの重要なルールが，在外事業体の主たる経済環境の分析から引き
出される為替レートの変動に対する米国親会社の会計エクスポージャーとその
経済的エクスポージャーとをどのように結びつけているかをここで検討しよう。
最初に，機能通貨がドルである在外事業体を考察しよう。かかるタイプの在
外事業体は，親会社の活動の構成部分またはその拡大したものとして親会社と
密接に関係づけられるであろう。ドルは親会社と在外事業体との聞をおそらく
頻繁に移動するので，親会社の経済的エクスポージャーは，在外事業体の貨幣
性資産・負債に適切に反映されるであろう。これらの貨幣性資産・負債のドル
相当額への影響をとうして，為替レートの動きは，親会社の現在および将来現
金フローに対する確定可能な影響をもつであろう。換算調整勘定は，当期利益
に報告されるべきである。…
対照的に， ドル以外の機能通貨をもっ在外事業体は，おそらく米国親会社に
とってまったく異なる形態の経済的エクスポージャーを表す。かかる在外事業
体は，定義により，基本的には外国の経済環境において現金フローを生みだし，
消費するであろう。たとえば，外国で財が生産・販売され，外貨建ての債務は，
外国での活動により生みだされる現金で返済される。親会社の観点から，その
経済的エクスポージャーは，特定の外貨建て貨幣性資産・負債ではなく，在外
事業体の存続能力に潜んでいる。さらに，少量の会社間取引があったとしても，
親会社の現金フローは，為替レートの変動により，間接的に影響を受けるにす
ぎない。したがって，決算日レート法のもとでのエクスポーズドポジション
(純資産)は，株主持分に直接換算調整勘定を計上することにより，親会社の
基礎にある経済的エクスポージャーを忠実に反映するであろう。」
以上述べてきた諸見解から 「決算日レート法の換算結果は，為替レートの
変動による予測される経済的効果と一般的に整合する」との観点から，決算日
レート法を支持する見解は，次のような 3つの命題からなる論理に要約できる
と考えられる。
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① 在外子会社が独立型の場合，その資産・負債は為替レート変動の影響を
相互にヘッジし合うので(相殺補填概念 Cover Conceptまたは広義の
経済的ヘッジング概念といわれる)，その純資産(純投資)だけが為替リ
スクを負っている(純投資概念 Net Investment Concept) と考えられ
る110
② 決算日レート法によれば，すべての資産・負債が，決算日レートで換算
されるので，決算日レート法は，為替レート変動による利得と損失が相殺
される状況を適切に処理する。つまり，決算日レート法の換算結果は，為
替レートの変動による純資産(純投資)への影響を反映する。
③ したがって，決算日レート法の換算結果は，有利な為替レートの変動が
生じる場合(現地通貨が強くなる場合)，純投資の本国通貨相当額を増加
させ，また，不利な為替レートの変動が生じる場合(現地通貨が弱くなる
場合)，純投資の本国通貨相当額を減少させる。つまり，決算日レート法
の換算結果は，為替レートの変動による予測される経済的効果と一般的に
整合する。
なお，この決算日レート法を支持する見解によれば，換算調整勘定の本質は，
純投資のドル相当額についての未実現の増加または減少であり，在外事業体に
より稼得された現地通貨による資金の流れに影響を与えるものではないと説明
される。したがって 換算調整勘定は，純利益から排除され，株主持分に直接
計上される。かかる換算調整勘定の本質観は，基準書52号([ 1 0 J， par .113 ) 
において，次のように説明されている九
11 基準書第52号 ([10]， par.5-6)によれば，在外子会社が独立型(ある特定の国の中で，
比較的自己充足的でかつ自己完結的な事業を行っている事業体)の場合とは，在外子会
社などの在外事業体の機能通貨(その事業体が活動している主要な経済環境における通
貨である。通常，それは事業体が主にそこで資金を稼得し，消費している経済環境にお
ける通貨である)が，現地通貨である場合が一般的であると説明されている。
12 基準書第52号([10]， par.71)は， I為替レートの変動が企業の資金の流れおよび持分
に及ぼすと予測される経済的効果と一般的に整合する情報を提供する ([10J，par.71ιa )oJ 
を基本的な換算目的として採用し，その具体的な意味を次のように説明している。「審議
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「第一の見解は，報告通貨と機能通貨のいず、れもドルである親会社(投資家)
によって，その機能通貨がドル以外の通貨である他の事業体に投資が行われて
いるとの観点から説明される。ドルと他の通貨との為替レートの変動は，機能
通貨によって測定された他の実体の純投資には変化を生みださないが，純投資
のドル相当額には変化をうみだす。為替レートの有利な変動は， ドル相当額を
増加させ，為替レートの不利な変動は， ドル相当額を減少させる。したがって，
換算調整勘定には，為替レート変動の経済的効果が反映される。しかしながら，
純投資のドル相当額の変化は，未実現の増加または減少であり，在外事業体に
より稼得された機能通貨による正味の資金の流れ(これは一般に再投資された
り，親会社に分配されたりする)に影響を与えるものではない。この理由で，
換算調整勘定は，純利益の計算から切り離して報告される。つまり，換算調整
勘定は，持分の一部として別個に累積される。概念基準書第3号によれば，包
括利益は，所有主に帰属しない源泉の取ヲiから生じる ある事業体の一期間に
おける持分(純資産)の変化であると定義されている。第一の見解によれば，
会は，レートの変動により予測される経済的効果と一般的に整合する情報を提供すると
いう目的(a )を基本的目的として採用した。このことは，基準書第8号による換算結果
は，在外事業の基礎にある現実を反映しないという広範な批判に応えたものである。審
議会は，会計上の結果とそれとレ}ト変動の経済的効果との整合性についての 2つの側
面(持分の変化と資金の流れへの影響)に焦点を合わせた。持分への効果に関する整合
性は，たとえば，為替レートの変動が為替変動にさらされている企業の状況にとって有
利な場合に，持分を増加する会計上の結果をもたらすなら，達成される。資金の流れへ
の影響に関する整合性は，レート変動が，機能通貨であれ報告通貨であれ資金の流れに
影響を与えると合理的に予測される場合には当期純利益の算定に利得または損失として
反映され，レート変動の効果が，遠い将来における不確実な実現という意味合いしかも
たない場合には当期純利益の算定から排除されるなら，達成される。」この説明から明ら
かなように，決算日レート法のもとで換算調整勘定を純利益から排除し，株主持分に直
接計上する処理は，資金の流れへの影響に関する整合性の観点から主張されている。
なお，基準書第52号 ([10]， par.112)は，換算調整勘定の本質を単なる換算プロセス
の結果であるとみなす別の見解(本論文52頁参照)をも容認し， I本基準に賛成した審議
会の委員のなかには，換算調整勘定の本質について2つの見解があった。いずれの見解
によっても，この調整額は純利益から排除され，持分に計上されるので，審議会はいず
れの見解を容認すべきかを決める必要はないと考えた。」と述べている。
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換算調整勘定は，包括利益の未実現部分であると考えられ，上述した理由によ
り，純利益から切り離して報告されるべきである。」
前記の「決算日レート法の換算結果は，為替レートの変動による予測される
経済的効果と一般的に整合する」との観点から，決算日レート法を支持する見
解の論理に関して， 2つの問題点が指摘されている。 1つは，その論理におけ
る第 1命題に関する問題点であり，もう 1つは，第3命題に関する問題点であ
る。
第1命題に関する問題点は，次のように指摘されている。つまり，決算日レー
ト法を支持する見解の論理は，その第1命題から明らかなように，純投資概念
(純資産だけが為替リスクを負っている)に基づいている。しかしながら，連
結手続においては，在外子会社の資産および負債は，個々の項目ごとに換算・
合算され，連結財務諸表に組み込まれる。したがって，純投資概念に基づく決
算日レート法は，かかる連結手続にとって不適切な換算方法であると指摘され
ている。たとえば， J.フラワー ([11]， p.311)は，かかる問題点を「前述
した手続(決算日レート法による換算手続)は，在外子会社への親会社の投資
が単一の項目として親会社の貸借対照表に表示される場合，つまり，関連会社
の持分が通常表示されるのと同じ方法で表示される場合には，適切であろう。
しかしながら，子会社の資産，負債，収益および費用が企業集団の連結財務諸
表にそれ自体として組み入れられる場合には，適切で、はない。」と指摘してい
る。また，穐山教授 ([2J，29頁)も，同様の問題点を「連結を行なう場合に，
親会社の在外子会社への純投資額のみを問題とすることも不適切であろう。持
分法のようなoneline consolidationの場合と異なり，連結の場合は，対称項
目の相殺消去と非対称項目の合算というlineby line consolida tionが行なわれ
るのであるから，在外子会社の純資産のみを問題とし，個々の資産，負債の存
在を不問とすることは妥当ではない。このような観点からも純投資概念という
考え方には問題があるといえる。」と指摘している。
基準書第52号 ([10J，par.89)は，上記の問題点に対する反論を「機能通貨
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アプロ}チは，在外事業体の個々の財務諸表項目(つまり，資産，負債，収益，
費用，利益および損失など)が合算され，連結財務諸表に表示されることと矛
盾するとの主張についても審議会は考慮した。この主張は，機能通貨アプロー
チのもとでは，個々の財務諸表項目に対する為替レートの変動による経済的効
果より在外事業体への純投資に対するそれに目的適合性があると一般に考えら
れているので，純投資の基礎にある個々の項目を連結財務諸表に計上すること
は，不適切であるとの考え方に基づいているように思われる。審議会は，この
主張には，メリットはないと考えている。」と述べている。
この第 1命題に関する問題点は，純資産だけが連結財務諸表に計上されるわ
けではないことを掛酌すると，指摘するに値するものと考えられる。
また，第3命題に関する問題点は，次のように指摘されている。つまり，決
算日レート法による換算結果が，常に「為替レート変動による予測される経済
的効果と整合する」とはかぎらないとの問題点が指摘されている。たとえば，
R. W.スタンレー ([26J，p.34)は，かかる問題点を次のように指摘している。
f多くの資本集約型の米国多国籍企業と同じように 外国にある固定資産が，
為替リスクにさらされており したがって 為替レートの変動から生じる換算
調整勘定にさらされているとは考えられていない。決算日レート法の適用は，
固定資産がリスクにさらされていることを意味する。決算日レート法を適用す
る結果，換算調整勘定を株主持分に計上するという経済的現実に合致しない会
計処理が生じるであろう。高度なインフレーション状態にない，弱い通貨の経
済における製造業のケースをとりあげよう。伝統的には，そのような経済の通
貨は，米国ドルに対する価値を喪失する。決算日レート法のもとでは，会計上
の換算損失は，株主持分に賦課され，為替レート変動による実体の活動への認
知された経済的影響を表示するであろう。しかしながら，多くの状況において，
現地通貨での販売価格が株主持分に記録される換算損失を相殺するに足るほど
十分値上げされるであろう。したがって，実体が為替レート変動の不利な経済
的結果を認識することはない。そうでないなら，このような国における投資を
- 45 (191)一
正当化することは，難しいであろう。この状況で，固定資産を換算するために
決算日レート法を使用することは，明らかに，為替レート変動に対する実体の
エクスポージャーを誤って表示する。
ヨーロッパにおける多くの機械設備は 全ヨーロッパ市場に製品を供給し，
その機械設備が設置されている国だけに製品を供給しているわけではない。ド
イツにある機械設備は，他の国に設置されている機械設備と競争して，スペイ
ン，イタリアおよび英国における市場に製品を供給できるであろう。ドイツマ
ルクが強くなることにより ドイツにおける製造コストは，他の国に比べて増
加するであろう。ドイツにある機械設備による製品がスペイン，イタリアおよ
び英国の現地通貨(ドルに対して弱くなっている)で販売されるなら，経済的
損失が，生じたであろう。つまり， ドル相当額コストが上昇し， ドル相当販売
価格は低くなる。決算日レート法は，明らかに， ドイツマルクが強くなったこ
とによる経済的利益を示してしまうであろう。
会社がイタリアにおいて製造機械設備(この設備はドイツおよびベネルック
ス諸国へ販売される製品の製造に使用される)を保有するなら，上の状況は逆
転するであろう。リラの切り下げは，コストへ有利な影響をもつが， ドイツお
よびベネルックス諸国の通貨の切り上げは，販売価格の増加に資するであろう。
このような状況のもとでは，逆が真であるように，イタリアの製造機械設備が
リラの切り下げによる経済的損失にさらされていると言うことはできない。固
定資産を決算日レートで換算すれば，経済的結果(利益)とは逆の会計的結果
(損失)が生じるであろう。」
また，基準書第8号は，第3命題についての同様の問題点を次のように指摘
している。
「整合性目的を実施する上での主要な障害は，ある換算方法が矛盾しない為
替差損をもたらすか否かを決定するためには，まず，レート変動による予測さ
れる将来の経済的効果を確かめることができなければならない点にある。提案
は，現地通貨が強くなれば有利，弱くなれば不利であるという一般的な前提に
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大きく依存しているように思われる。この前提は，さらに，レートのみが変動
し，生産量，売上高，生産原価および販売価格等の変動要因は，本質的に影響
を受けないという，レ.ート変動と経済的効果の関係がかなり単純な前提に依存
している。しかしながら，レート変動による予測される経済的効果を決定する
ことは，これより複雑である ([9J，par.106)。たとえば，ある在外事業体の
機械設備ゃあるいはその他の長期資産への投資に関して，レート変動による予
測される経済的効果を評価するためには，レート変動に伴う多くの相互に関連
し作用し合う影響力を考慮に含めた，長期の経済見通しが必要である。審議会
は，レート変動の将来期間にわたる一般的な影響を合理的な確かさをもって予
知することは，多くの場合困難ないし不可能であると考えている。…提案され
た目的は，レート変動があったときに，その将来にわたる経済的な影響を見極
めるような先見が要求されるので，多くの場合実行不可能である([9 J， par. 
107) oJ 
要するに，為替レート変動による予測される経済的効果と整合する換算方法
が，実行可能で、あるためには，為替レート変動による予測される経済的効果が
確証可能でなければならない。しかしながら 為替レート変動による予測され
る経済的効果を確実に予測することは不可能である。したがって，決算日レー
ト法による換算結果が常に「為替レート変動による予測される経済的効果と整
合する」と断定することはできないと考えられる。
(2) r決算日レート法によれば、，外貨表示財務諸表における項目聞の諸関係が，
換算後も保持されるJとの観点から，決算日レート法を支持する見解
基準書第52号は，項目聞の諸関係が保持されるとの観点から，決算日レート
法を支持する見解について次のように述べている。
「機能通貨アプローチの別の側面は 在外事業体の財務的結果および項目間
の諸関係に関連している。機能通貨アプローチによれば，親会社は，次のよう
なものとみなされている。つまり，親会社は在外事業に投資しているが，その
外貨による利益は，現地での経済的，法的および政治的環境において稼得され，
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その利益のドル相当額だけ親会社に効益が生じる。この考え方によれば，米国
の一般に認められた会計原則に準拠し，機能通貨で測定される在外事業の財務
諸表が，その業績および財政状態についてもっとも役立つ指標とみなされる
([ 10J， par.97)。
在外事業体の資産，負債および事業活動は，すべてその機能通貨の経済環境
にある。その原価は 機能通貨で発生し，収益も機能通貨で生みだされる。カ
レントレートを使用すれば これらの取得原価やその他の測定値が保持された
上で，報告通貨の観点から再表示される。このことにより，その事業体の経済
環境において確立された項目間の諸関係も保持される。したがって，このよう
にカレントレートを使用すれば，機能通貨表示財務諸表にもともと示されてい
た項目間の諸関係が 連結財務諸表に反映される。在外事業体が機能通貨によ
る純利益を生みだしている場合，その純利益のドル相当額が連結財務諸表に反
映されるであろう。 ([10]， par.98) oJ 
また， I. S. デミラグ ([8]， pp.77-78)は， R. M. パーキンソンの見
解を拠り所にして，同様の見解を次のように説明しているヘ
「換算に関する重要な論争点は，換算プロセスの目的が，外国の環境におけ
る活動の本質を捉えるべきか，その重要性を無視すべきかどうかという点にあ
る。この論争点から，現地主義の主張は展開された。この主張は， r独立的』
在外事業体と『従属的J在外事業体との区分から開始する。…独立的事業体は，
13 R. M.パーキンソン ([20]， p.117)によれば，従属型の在外子会社(その活動が本質
的にカナダの親会社により行われる事業活動の拡張である)には，次のような会社が含
まれると説明されている。
1 .その活動がカナダの会社の輸出部門にきわめて類似している在外販売会社
2.その活動が主にカナダの会社向けの販売のための購入，製造および加工にある在外会
社
3.その活動がカナダの会社のサービス部門に類似している在外サービス会社
4.その活動がカナダの会社の投資部門または財務部門にきわめて類似している在外投
資会社(ここでの「投資」という用語には，登録商標，特許権および実用新案件などの
所有権を含むまで拡大すべきである。)
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本国にある関係事業体に依存しない，本質的に自己充足的でかつ自己金融的な
事業体であると一般に説明されている。
親会社の通貨を測定基礎として使用して，従属的事業体の結果を親会社の観
点から換算することは，道理にかなっているであろうけれども，パーキンソン
は，独立的事業体の換算を組み入れる観点は，現地活動の観点であると提唱し
ている。言い換えれば，取引があたかも親会社の通貨でなされていたかのよう
に換算するというより，換算プロセスは，取引が実際に現地通貨で、行われてい
たことを認識すべきである。
この基礎に基づいて，パーキンソンは，外国通貨単位を測定単位として保持
すべきであり，外貨通貨で作成されている財務諸表上の項目間の諸関係，つま
り，諸比率は換算プロセスにより保持されるべきであるとの見解を支持してい
る。決算日レート法だけが，すべての外国通貨勘定残高に一定額を掛けること
により，これらの目的を達成する。」
また， F. D. S.チョイとG.G. ミューラー ([7J，p.148)も同様の見
解を次のように説明している。
「この換算アプローチのもとでは，親会社により自律的な実体とみなされる
在外事業体の財務諸表は，それ自体の報告のための本籍地を有している。これ
は，在外子会社それ自体の事業活動が営まれている現地通貨の環境である。現
地通貨による財務諸表の「現地らしさ」を保持するための手段を見つけださね
ばならない。それによって，最小限の歪みを伴うだけで換算することができる。
このことは，決算日レート法の使用によってもっともうまく達成される。
すべての外貨表示財務諸表項目は，要するに 一定の金額を掛けられるので，
この換算方法によれば，連結される個々の実体についての元の財務的成果およ
び項目聞の諸関係(たとえば，財務比率)が連結財務諸表において保持される。
決算日レート法のもとでは，外貨建勘定の本質ではなく，その形式だけが変化
するにすぎない。」
また，嶺教授 ([17J，220頁)も同様の見解を次のように述べている。
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「現地主義における換算の目的は，現地通貨で測定・表示された財務諸表の
項目聞の相互関係を換算後においても維持できるように換算することであると
考えられている。つまり，現地通貨を測定単位として維持するということであ
る。これは，在外事業単位における現地通貨による取引をあたかも親会社が行っ
た取引であるかのように擬制し，報告通貨によって再測定するのではなく，あ
くまでも実際に行われた現地通貨による取引結果を基本的事実として，換算後
の財務諸表においても維持し，連結財務諸表に反映させようとするものである。
この根底には，外貨表示財務諸表が在外事業の経済的実態を最も有意味に表示
しているという考えがある。現地主義における換算は，短期資金のみならず長
期資金も現地で調達し，かつ返済も現地で稼得した現地通貨で行い，事業のほ
とんどの活動が現地経済の中で営まれているような，つまり，親会社から独立
的な在外事業単位にとって適切なものとして主張されている。J
さらに， L. H.ラデボー ([21]， pp.60-61)も同様の見解を「現地主義に
よれば，在外子会社の取引は，米国ドルではなく，現地通貨で実際に行われた
ものと認識される。現地通貨表示財務諸表をカレントレートでドルに換算する
ことにより，現地通貨表示財務諸表に表示されているように，財務諸表におけ
る項目間の諸関係(比率)を保持しようと試みられる。財務諸表の利用者は，
このようにして，取引がドルで行われたかのようにではなく，実際に行われた
ように取引を見ることができるであろう。」と述べている。
以上述べてきた諸見解14から， I決算日レート法によれば，外貨表示財務諸表
14 この他にも，多くの論者により，項目聞の諸関係が保持されるとの観点から，決算日レー
ト法を支持する見解が指摘されている。たとえば，白鳥教授 ([25]， 25-26頁)は，外貨
表示財務諸表の換算については，基本的に異なる 2つの考え方，つまり，本国主義(流動・
非流動法，貨幣・非貨幣法，テンポラル法とよばれる換算方法の根底にある考え方)と
現地主義(決算日レート法とよばれる換算方法の根底にある考え方)があることを指摘
した上で，項目聞の諸関係が保持されるとの観点から，決算日レート法を支持する見解
を「この考え方(現地主義一引用者挿入)では，在外支庖なり子会社の現地通貨による記
帳と，この記帳に基づく現地通貨表示のF/Sを尊重し，現地通貨表示F/Sの形をく
ずさないように各項目を円換算する。…現地主義では，外貨表示F/Sの形をくずさな
いように円換算するのであるから，各項目の円換算には，原則として一律にすべて同一
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における項目間の諸関係が，換算後も保持されるJとの観点から，決算日レート
法を支持する見解は，次のような 3つの命題からなる論理に要約できると考え
られる。
① 在外子会社が独立型の場合，その活動が，外国における経済的・法的・政
治的環境において，現地通貨で行われているとの事実を認識すべきである。
② このような認識に基づけば，外国における経済的・法的・政治的環境の
もとでの活動を反映した，現地通貨を測定単位とした(複数測定単位)外
貨表示財務諸表がもっとも有意義であると考えられる 150
③ したがって，換算の目的は，測定単位を変更すべきではないし，外貨表
示財務諸表における項目聞の諸関係を換算後も保持すべきである。決算日
レート法は，この換算目的を達成できるので，適切な換算方法である。
なお，この決算日レート法を支持する見解によれば，換算調整勘定の本質は，
の換算レートを適用する。この場合一律換算レートとして決算日現在の直物為替相場
を用いる換算方法を決算日レート法という。」と述べている。また， J. S. アーパンと
L. H.ラデボー ([5J，p.104)も，同様の見解を「決算日レートアプローチは，現地通
貨で存在している比率および諸関係が，親会社通貨に換算された後も，保持されるであ
ろうことを暗に意味する現地主義をもたらす。他の換算アプローチのもとでは，たとえ
ば，現地通貨における売上高純利益率は，カレントレートや歴史的レートや平均レート
といった多様なレートが，損益計算書を換算するために使用されるので，親会社通貨に
おける売上高純利益率とめったに一致しない。決算日レート法のもとでは，すべての勘
定が単一のカレントレートで換算されるであろうので，売上高純利益率は，親会社通貨
における比率と同じままであろう。」と述べている。
15 基準書第8号 ([9J，par.83)は，換算プロセスにおける測定単位の意味，つまり，単
一測定単位と複数測定単位の意味について 次のように説明している。「レートの変動後
に，換算プロセスは測定単位として複数の通貨を保持するかまたは単一の測定単位をも
つかのいずれかであり，両方の測定単位をもつことはできないので， 目的c(単一測定
単位)と目的D (複数測定単位)もまた相互に排他的である。たとえば，ある資産が在外
事業体または圏内事業体のいずれかによって，レートが1外貨1ドルのときに， 100外貨
で取得されたとする。外貨またはドルのいずれかで測定されたその歴史的原価は， ドル
表示財務諸表において100ドルとして表示される。しかしながら，レートが1外貨2ドル
に変動すれば，その資産の歴史的原価は，外貨を測定単位として保持するドル表示財務
諸表においては， 200ドル(カレントレートによる換算)として表示されるであろう。レー
ト変動後に原価を100ドルとして表示することは，その資産の歴史的原価を外貨ではなく，
ドルで測定することである。」
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単なる換算プロセスの結果であり，外貨換算調整勘定の累積額は，恒常ドルで
測定された持分(純資産)と名目的なドルで測定された同じ純資産との差額に
類似するものであると説明される。したがって，換算調整勘定は，純利益から
排除され，株主持分に直接計上される。かかる換算調整勘定の本質観は，基準
書第52号 ([10J，par.114)において，次のように説明されているヘ
「第二の見解は，単に，換算調整勘定を換算プロセス(これは，連結企業に
ついて全体的な情報を提供するに不可欠である)の機械的な副産物とみる。外
貨換算調整勘定の累積額は，恒常ドルで測定された持分(純資産)と名目的な
ドルで測定された同じ純資産との差額に類似するであろう。このように考える
と，一期間中の換算調整勘定は，純利益の計算から排除して別個に報告し，独
立した持分構成項目として計上すべきである。この意味で，それは過年度に報
告された持分の再表示であり，恒常ドルの測定単位が変動したとき，過年度か
ら当期へ恒常ドルでの持分を再表示するために恒常ドル会計において展開され
た再表示に類似している。概念基準書第3号のpar.58において，このような再
表示は，当期の包括利益に含めずに，持分に計上することが予定されている。」
前記の「決算日レート法によれば，外貨表示財務諸表における項目聞の諸関
係が，換算後も保持される」との観点から，決算日レート法を支持する見解の
論理に関して， 2つの問題点が指摘されている。 1つは，その論理における第
1命題に関する問題点であり，もう 1つは，第2命題に関する問題点である。
第1命題に関する問題点は，次のように指摘されている。つまり，決算日レー
ト法を支持する見解の論理は，その第 1命題から明らかなように，現地主義
(あるいはその基礎にある独立性)に基づいている九しかしながら，この現地
16 本論文 (43頁)において指摘したように，基準書第52号は，換算調整勘定の本質につい
て2つの見解を容認している。
17 現地主義という用語は，多くの場合本国主義という用語と相対立する用語として，会計
文献上においてさまざまな意味で用いられている。たとえば，穐山教授 ([3]， 72-73頁)
は，現地主義という用語について次のように述べ，現地主義は，在外子会社やその経営
活動の本質観を意味する用語として つまり 現地主義は 在外子会社の本質を親会社
から独立的に存在するものであり，その経営活動の本質を現地の環境において行われる
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ものであると認識する考え方を意味する用語として用いている。
「外貨表示財務諸表の換算に際して，在外子会社の財務諸表をどのように親会社の財務
諸表に組み入れて連結をするかという点に関して，二つの相対立する見解がある。これ
らの見解の差は，在外子会社の財務諸表を親会社財務諸表に連結する際の単なる統合の
仕方の差異ではなく，根本的には，在外子会社やそれらが遂行する経営活動を親会社と
の関係においてどのように認識し，位置付けるかという点に求められる。…これらの見
解のひとつは本国主義 (parentperspective)といわれるものであり，もうひとつは現地
主義(localperspective)いわれるものである。
本国主義の考え方によれば，在外子会社は本国における親会社の不可分の一部と考え
られ，子会社の行った経営活動はあくまでも親会社の経営活動の延長と見倣される。…
これに対して，現地主義の考え方は，在外子会社の存在やそれらが遂行する経営活動を，
本国の親会社から全く独立的に存在し，現地において自主的に行われるものとして認識
している。すなわち，在外子会社の経営は，基本的には，現地における経営スタッフの意
思決定にもとづき，親会社からは独立して，自主的な経営管理活動のもとに遂行されて
いると考えられる。この点は在外子会社の独立性として認識できる。また，在外子会社
の経営活動は，現地において親会社とは独立的に行なわれるがゆえに，現地にその活動
基盤を求め，財務活動，生産活動，販売活動さらには法的規制等のさまざまな側面にお
いて現地の経済的，社会的環境に密接に関わり，それらの環境に同化してその経営活動
を行う存在であると認識できる。」
また，嶺教授([17J，218頁)は，現地主義という用語について次のように述べ，現地
主義という用語を「現地通貨の見地から換算し組み入れるという考え方」を意味するも
のとして用いている。「換算の目的が問題にされ，論争の的になったのは，連結財務諸表
に組み入れることを前提としての外貨表示財務諸表の換算をめくV てであった。それは，
現地の会計原則に準拠し，現地通貨で測定・表示されている在外事業に関する財務情報
を連結財務諸表にどのように組み入れるか，すなわち，親会社の報告通貨の見地から
(つまり，現地通貨から報告通貨へ測定単位を変更する方法で換算して)組み入れるのか，
それとも現地通貨の見地から(つまり，現地通貨を測定単位として維持する方法で換算
して)組み入れるのかという問題として論議された。親会社の報告通貨の見地から換算
し組み入れるという考え方は，親会社観ないし本国主義 (parentcompany perspective)， 
そして，現地通貨の見地から換算し組み入れるという考え方は，現地観ないし現地主義
(local perspective)，と一般に呼ばれている。」また，長谷川氏等([13J，193頁)は，現
地主義という用語について， r日本の連結財務諸表の作成にあたっては海外子会社・関連
会社の財務諸表については当該会社の財務諸表(各国の基準によった)を修正すること
なく(高インフレ国についての例外的な処置が採られる場合がある)そのまま換算をし
て連結しました。このような海外の子会社・関連会社の存する国(現地)の基準によっ
て作成された財務諸表をそのまま連結に使用することを現地主義とよんでいます。」と述
べ，現地主義という用語を「現地の一般に認められた会計原則によって作成された財務
諸表に基づいて連結財務諸表を作成すること」を意味するものとして用いている。
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主義(あるいはその基礎にある独立性)は，連結財務諸表作成目的の基礎にあ
る単一企業概念(在外子会社を含む子会社と親会社全体を単一の企業とみなす
考え方)と矛盾するとの問題点が指摘されている。たとえば，基準書第8号
([9J， par.144)は，かかる問題点を次のように指摘している 180
「審議会は，在外事業の独立性の規準を検討したが，独立的な在外事業を識
別するに十分であると考えられる規準を展開することはできなかった。少なく
ともこのことの困難性の一端は，独立的子会社 (anindependent subsidiary) 
というもともと矛盾する概念にある。その概念は，連結財務諸表の基礎にある
単一企業概念 (AR B N 0.51， par.1)を否定するものであるように思われる。
在外事業が，状況的アプローチの提唱者が主張するように，その米国の親会社
に対して独立的であるなら，それらの在外事業を連結することの妥当性には疑
問がある。さらに，多くの国内子会社もまた，どのように独立性を定義しよう
と，独立的事業としての特徴を有する場合があるので，この識別は，外貨表示
財務諸表の換算の問題範囲を超えてしまいそうな意味をもつこととなる。J
また， J.フラワー ([11]， pp.311-312)も，同趣旨の問題点を次のように
指摘している。
「連結財務諸表は，標準会計実務書第14号(会計基準委員会1978年)におい
て， r親会社と子会社のそれぞれの個別財務諸表に含まれる情報をあたかもそ
れらが単一実体の財務諸表であるかのように表示する企業集団の財務諸表の 1
つの形態』であると定義されている。さらに， 1948年会社法の150条の2-bは，
『親会社と子会社の経営活動が，単一事業として合理的に処理できないほど異
なっているなら1子会社を企業集団の財務諸表に組み入れる必要はないと規
定している。
これらの引用文における『単一実体』および f単一事業』という用語の使用
18 引用文中のARBNo.51([4J， par.1)において，連結財務諸表の目的は， I基本的に
は，親会社の株主および債権者のために，企業集団が本質的にはあたかも複数の支庖や
事業部を有している単一の会社であるかのように，親会社と子会社の経営成績と財政状
態を表示することである。Jと定義されている。
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は，きわめて重要である。単一実体の存在が，連結財務諸表の作成の前提であ
ることは明らかである。したがって，親会社が，ほぼ自立している在外子会社
に対して純投資を有しているとの概念に合致する決算日レート法は，連結財務
諸表の作成において使用すべきではない。この結論は，避けがたいものである。」
また， w. c.ウオルザー・ブシイ ([28J，p.234)も，同趣旨の問題点を
次のように指摘している。
rF A S第52号の基礎概念には，基本的な矛盾による欠点がある。つまり，
一方で，連結される企業集団は，単一の企業体として指定されるが，他方で，
個々の実体は，例外により，それらが親会社の活動内に統合されないほど，自
立的であると考えられている。決算日レート法は，自立性という偽りの前提に
基づいている口その構成企業が様々な国で独立的に活動する企業集団があるで
あろう。しかし，それらは，…基本的に分権化したコングロマリットまたは金
融企業集団である。企業集団を構成するこれらの企業でさえ，通常，中央の財
務計画により結合されている。一般的に，在外子会社は，独立的な資本投資と
して管理されることはない。それらは，生産，マーケッデイング，財務および
リスク政策に関して相互に依存し合っているので 企業集団の最適組織化を達
成するために，統合された実体として管理されている。」
現地主義(あるいはその基礎にある独立性)が，連結財務諸表作成目的の基
礎にある単一企業概念と矛盾するか否かの論争は，連結財務諸表の目的が不明
確である点にあると考えられるヘしかしながら，決算日レート法の支持者は，
現地主義(あるいはその基礎にある独立性)と整合する連結財務諸表の目的に
19 たとえば， C. W.ノブス ([19J，p.426)は，現地主義対本国主義の論争は，連結財務
諸表の目的が不明確で、ある点にあるとの見解を次のように述べている。「この点で，テン
ポラル法の支持者は，在外子会社が『独立的Jであり，送金のために存在しないなら，そ
れは連結されべきではなく，持分法により処理されるべきであると反論するであろう。
在外子会社が中央で管理されており，連結されるべきであるケースにおいては，一貫性
の原則に関するテンポラル法の主張が適用されるべきである。
連結の目的に関して正確な合意がないことは明らかであるように思われる。連結財務
諸表は，親会社の財務諸表を詳細に説明しようとするものであるのか，親会社の財務諸
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ついての納得のいく議論をこれまでのところ展開してきていないように思われ
る。在外子会社が，親会社に対して独立的であるなら，それを連結すること自
体に疑問があると考えられる。
また，前記の「決算日レート法によれば，外貨表示財務諸表における項目間
の諸関係が，換算後も保持されるJとの観点から 決算日レート法を支持する
見解の論理の第2命題に関する問題点は，次のように指摘されている。つまり，
決算日レート法は，単一測定単位を犯すとの問題点が指摘されているへたと
えば，基準書第8号は，現地通貨を測定単位とする見解(複数測定単位主義)
表のより現実的な形態であろうとするものなのか，あたかも企業集団が単一実体である
かのごとく，その企業集団を表示しようとするものなのか，あるいは，他の目的を達成
しようとするものなのか。連結の本質及びこれらの競合する目的の影響は，ウオルカー
(1978年)によりきわめて適切に説明されている。彼は，部分所有の子会社については言
うに及ばず，完全な連結が子会社に対する正しいアプローチであると明言できるとはか
ぎらないと指摘している。目的のあいまいさが換算の論争のもとになっている。」
また， 1. S.デミラグ ([8]， pp. 78-79)も同趣旨の見解を次のように述べている。
「連結財務諸表の支持者として，エアールは，独立性の程度いかんにより本国主義と現地
主義が同じ連結財務諸表で使用されるなら，その結果は， rリンゴとオレンジ』を加算する
ようなものであろうと述べている。同様に，本国主義の支持者(ローレンセン，フラワーを含む)
は，在外子会社が『独立的』であり，親会社への送金のために設立されたのではないなら，
在外子会社の財務諸表は連結すべきでなく，持分法で処理すべきであると主張している。
この点に関して，ウオルカーは，連結財務諸表についての多くの相対立する目的を記
述し，完全な連結は子会社に対する正しいアプローチではないし，一部所有在外事業体
にとって誤りを導くであろうと述べている。… これらの議論のすべては，連結の目的
が何であるかに関する合意の欠如を示している。連結および換算の目的が，再び，実務
で用いられる各換算方法の支持，不支持の重要な論点となる。たとえば，連結財務諸表
の目的が，慣れている通貨フレームワークにおける意思決定に対する情報提供にあり，
比較可能性の促進にあると認められるなら，決算日レ ト法(現地主義)が健全で、ある
ように思われる。しかしながら，連結財務諸表が親会社の財務諸表の拡張を意図し，あ
たかも単一の実体であるかのように企業集団を表示するとの見解によれば，テンポラル
法(本国主義)が選好されるように思われる。連結財務諸表の目的に関する明瞭性の欠
如により，換算に関する論争に多くの混乱が生じている。」
20 また， S.ベラミー ([6J，p.75)も，同趣旨の問題点を「決算日レート法は，親会社株
主のために，単一の通貨の観点から，親会社および子会社の経営成績および財政状態を
表示することである連結財務諸表の基本的目的を犯していると言われてきた。このモデ
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について， i外貨を測定単位として保持したいの願望は，外貨表示財務諸表が
在外事業をもっとも有意義に表示するものであり，換算はそれらの財務諸表に
おける項目聞の諸関係を保持すべきであるとの信念から生じる。この見解は，
また外国の会計原則を保持することを支持し，外国資産の歴史的原価は，外貨
によって測定できるとの見解に関連している ([9]， par.84) oJ と説明した上
で，複数測定単位の問題点を「単一の財務諸表に複数の測定単位を用いるなら
ば，その結果の説明について疑問が生じる。在外事業の換算される財務諸表に
様々な外貨が測定単位として用いられるならば，換算の結果生じるドル金額同
士を集計したり，換算の結果生じる金額と園内事業のドル金額とを集計するこ
とは， ドルによる測定でもなければ，別の通貨による測定でもない合計額を算
出することになるであろう。審議会の判断によれば，連結財務諸表の基礎にあ
る単一企業概念により，測定単位は単一であることが要求されると考える([9J， 
par.92)oJと指摘しているヘ
また， P. ローゼンフィールド ([22J，p.104)は，同趣旨の問題点を次の
ように指摘している。
「決算日レート法の欠陥は，単一の測定単位(単一の測定単位主義)を要求
する計算に複数の測定単位(複数測定単位主義)を導入する点にある。 FAS
B基準書第52号の反対者は，このことを認識している。彼らは， r単一測定単
位主義が適切な加算および減算に必要不可欠である。Jと述べている。
例証するために，米国の親会社およびその英国の子会社が，期首にそれぞれ
同じ種類の機械(耐用年数5年)を購入する。親会社は 1.000ドルで 1台購
入し，子会社は， 400ポンド(1ポンド2.5ドルとする)で購入する。決算日レー
ト法を使用すれば， その日のドル表示での連結貸借対照表には， 1，000ドル+
400ポンドX2.5ドル=2.000ドルが表示される。この金額は 機械の総取得原
jレのもとでは，連結結果は，各国の通貨の観点、を反映しており，その各国の結果が連結後
の総額を構成している。」と指摘している。
21 基準書第8号における単一測定単位対複数測定単位に関する詳細な議論については，論
文 ([23]， 143-147頁)参照
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価についての納得のいくドル表示である。
期末に， 1ポンドが2ドルとなる。決算日レート法のもとでの連結損益計算
書における定額法による減価償却費は，親会社が購入した機械に関する200ド
ルと子会社が購入した機械に関する160ポンド (80ポンドx2/1 )から成り
立っている。同じ時期に同じ原価 (1，000ドル等価額)で購入された 2台の機
械に関する同じ方法による減価償却費が，異なる金額で表示される。最初の金
額は， ドルで測定され，表示される。第二の金額は，ポンドで測定される。そ
の測定値は2つの数値を掛け算したものである。 1つの数値は，測定値転換係
数ではない。したがって，その数値は，ポンド測定値をドル金額に転換しない。
したがって，第二の金額は ポンドで表示される(それは 誤-ったドル表示を
伴うけれども)。したがって， 360と報告される総減価償却費は， ドル金額にポ
ンド金額を加算した結果である。
純利益が表面上は損益計算書において計算される。しかし，純利益は測定さ
れない。それは，異なる測定単位による 2つの金額を加算することにより算定
される総減価償却費の金額を用いることによって，単に計算されるにすぎない。
このようにして計算される総減価償却費も純利益も，単なる数値以上の意味を
もたない。かかる数値は，それを伝えられる人に役立たない。J
また， P. R. ヒントン ([14J，p.591) も，同趣旨の問題点を次のように
指摘している。
「決算日レート法の概念上および実務上の欠陥は，連結財務諸表の目的をほ
んの少しの間考えれば，はっきりする。連結財務諸表の目的は，あたかもその
企業グループが単一の実体であるかのように，親会社とその子会社の状態と損
益を表示することである。したがって，その企業グループ内のすべての実体の
同じような資産・負債や収益・費用項目は，それらの場所にかかわりなく，共
通の基礎に基づいて報告されるべきである。
このことは，連結財務諸表に計上される金額が単一通貨，つまり，親会社の
報告通貨で測定され，共通の会計基礎によって報告されることを要求する。テ
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ンポラル法は，この目的に応えるが，決算日レート法は，応えることができな
い。決算日レート法がこの目的に応えることができない理由は，それが，さま
ざまな通貨の観点から，異なる会計基礎に基づいて共通の項目を表示する結果
をもたらす点にある。J
基準書第52号([10J，par.75)は，前記の第2命題に関する問題点に対する
反論を次のように述べている。
「外貨換算額を含む財務諸表に対して『単一測定単位j(たとえば， ドル)
を使用するという目的(d )は，基準書第8号で明示されたテンポラル法の既
定の前提である。審議会の見解によれば，その前提のもとでは，在外事業を含
む企業集団全体の取引は，あたかもすべての事業が親会社の国内活動の延長で
あるかのように，すべての取引が親会社の報告通貨で行われ，かつ測定された
かのように連結財務諸表上に表わされる。その前提のもとでは，実際には，在
外事業体の資産，負債および事業活動がしばしば他の経済環境，他の通貨環境
のもとにあり，それらの異なった環境のもとで外貨による資金フローが生みだ
され，消費されていることは認識されない。すべての外貨建取引があたかもド
ル建てで発生したかのように それらを再測定することが要求されるのであれ
ば， r単一測定単位Jアプローチは，在外事業体が複数の外貨で資産を取得し
たり，負債を負ったり，返済したり，その他の事業活動を行っているとの事実
を暖昧にする。在外事業活動は，多くの場合，もっぱら外貨で行われ，親会社
へのドルのフローは 在外事業体がもたらし，親会社へ送金する外貨の正味の
資金フローに依存する。『単一測定単位Jアプローチは，関連する事実と合致
しないので， r単一測定単位』に頼ることが，次の『結論の根拠』についての
セクションにおいて記述され 議論されている在外事業活動の性質とつねに整
合するとは限らない。したがって， r単一測定単位』を使用するという目的
( d)は，採用されなかった。」
また，基準書第52号([10]， par.85)は，前記の第2命題に関する問題点に
対する反論を「機能通貨アプローチの批判者によれば，そのアプローチは，連
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結理論と首尾一貫しないし，批判者が連結財務諸表の基礎にあると確信してい
る単一実体作成概念および 『単一測定単位J概念を犯すものであると主張さ
れる。審議会は，複数の通貨環境で事業を行っている企業にとって， 真の
f単一測定単位』 は，事実問題として，存在しないと確信している。」 とも述
べている。
決算日レート法が単一測定単位を犯すとの問題点も，前述した現地主義(あ
るいはその基礎にある独立性)が連結財務諸表作成目的の基礎にある単一企業
概念と矛盾するとの問題点と同様，結局は複数測定単位が連結財務諸表作成目
的の基礎にある単一企業概念と矛盾するとの問題点であると言い換えることが
できる。また，複数測定単位を用いる場合，換算の結果生じるドル金額を集計
したり，それらの金額と国内事業のドル金額とを集計することは， ドルによる
測定でも，別の通貨による測定でもない合計額が生じることになる。したがっ
て，複数測定単位による外貨表示財務諸表が有意義であるとの命題には疑問が
あると考えられる。
皿 決算日レート法に対する批判
決算日レート法を支持する 2つの見解のそれぞれの論理に固有の問題点は，
前節において検討した。本節では，決算日レート法に対する次のような批判を
中心に検討するヘ
22 この他に，決算日レート法はドルによる資本維持概念に基づいていないとの批判がある。
基準書第52号 ([10J，par.38とpar.39の間)は，資本維持概念に関する批判を「明確に規
定されているわけで、はないが，今日の会計モデルには，米国の連結企業の利益は， ドル
によって測定された歴史的原価を回収した上で存在するとの資本維持概念が内在してい
る。…基準書によれば，連結純利益は，たとえドルで表示されていても， ドルによって測
定された資本を維持した上での利益測定を示すものではない。反対者たちは，米国の投
資家や債権者の意思決定は， ドルの観点からの資本維持に基づくと考えている。」と説明
している。
また， P.ローゼンフィールド ([22J，p.108)も，同趣旨の批判を次のように指摘し
ている。「金額を表示する観点の選択こそが，財務諸表をデザインするさいにもっとも重
要な選択である。というのは，それにより，成功または失敗と考えられるものが定義さ
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① 決算日レートによる換算数値は，無意味な数値であるとの批判
② 決算日レート法は，現地通貨で測定・表示される利益が，親会社の投資
家や債権者に対する資金フローの評価に役立つとの誤った前提に基づいて
いるとの批判
③ 決算日レート法は，矛盾する 2つの前提から導きだされているとの批判
(1) 決算日レートによる換算数値は，無意味な数値であるとの批判
決算日レート法のもとでは，歴史的原価で計上されている非貨幣性資産も，
決算日レートによって換算される。この換算数値は，資産の原価も価値も意味
しない。それは， 2つの無関係な数値の積であること以外何も意味しない。し
たがって，決算日レートによる換算数値は，無意味な数値であるとの批判があ
る。たとえば， R. K.ストーレイ ([27J，p.l07)は，かかる批判を次のよ
うに指摘しているヘ
れるからである。単一の財務諸表の中で，成功および失敗についての矛盾する概念を一
緒に用いることを避けるためには 1つの観点を選択しなければならない。この選択は
情報を利用する人々の観点、に基づかなければならない。
例証するために，ある会社が100ドイツマルクだけを所有して，開始し， 150ドイツマル
クだけを所有して，当該年度を終了した。その会社は，当該年度中にその所有主との取
引をしなかった。外国為替レートは 期首における 1ドイツマルク 2ドルから期末に
はlドイツマルク=1ドルに変動した。
より多くのドイツマルクを望む財務諸表の利用者の観点から，会社は当該年度に150ド
イツマルクー100ドイツマルク=50ドイツマルクの金額だけ利益を得た。より多くのドル
を望む財務諸表の利用者の観点から，同じ会社は，同じ年度に100ドイツマルクX2ドル-
150ドイツマルク x1ドル つまり 50ドルの金額だけ，利益ではなく損失を被る。財務
諸表を表示するための通貨を選択するさいに，結果を描く観点も選択される。その観点
は，財務諸表の利用者の観点であるべきである。その財務諸表は，彼らがより多くを望
む通貨を使用すべきである。すべての金額は，その観点から出発すべきである。
テンポラル法は，この目的を達成している。しかしながら，決算日レート法は，この目
的を達成していない。」
23 この他の論者によっても，同趣旨の批判が指摘されている。たとえば， T. 1. セリン
グと G. H. ソーター ([24]，pp.66-67)は，同趣旨の批判を「基準書第52号のもとで与
えられる貸借対照表上の(および利益)数値を解釈することは難かしいであろう。基準
書第8号のもとでは， Grabules (外貨ー引用者挿入)による歴史的原価に取引日の為替
レートを掛けることにより，容易に理解できるドル表示額が生じる。それは，資産を取
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「この方法(決算日レート法一引用者挿入)の欠陥は，外貨建ての取得原価
で会計処理されている資産をカレントレートで換算することにより，示される 0
・(1年， 5年， 10年またはもっと前に取得してあったであろう)機械の歴史
的原価に取得日のレートと異なるカレントレートを掛けることは， ドルによる
歴史的原価ではない数値を算出する。偶然、一致する場合を除いて，それはドル
による取替価格でも売却価格でもない。それは， ドルによる原価または価値に
ついてのその他のいかなる測定値でもない。この数値は，実際2つの無関係な
数値の積であること以外何も意味しない。ドルによる機械の総取得原価と呼ぶ
にふさわしい数値を得るために，この数値を国内にある機械のドルによる原価
に加算できないことは確かである。」
また， P. R.ヒントン ([14J，p.591)も同趣旨の批判を「実際，決算日
レート法は，歴史的原価で計上されている非貨幣性資産に適用される場合，概
念上および実務上無意味な結果をもたらす。この理由は，外貨による歴史的原
価で計上されている非貨幣性資産に対するカレントレートの適用が，原価でも
価値でもない無意味な結果をもたらす点にある。」と指摘している。
るために発生し，その時点のドル相当額に換算された 実際の現金フローについてのわ
かりやすい記述である。
(基準書第52号により)同じ現地通貨表示の歴史的原価にカレントレートを掛けた場
合には，解釈しようのない数値が生じる。それは過去の現金フローについての意味のあ
る記述でもなければ，将来の現金フローについての記述でもない。」と指摘している。
また， J. A. ラーゲイ ([16]， p.52)も，同趣旨の批判を「私見によれば， S F A S 
第52号の重要な欠陥は，外国通貨が機能通貨である実体の非貨幣性資産をカレントレー
トで換算すべしとの要請から生じる。この換算残高は，偶然一致する場合を除いて，換
算された現在価値ではない。そのような資産は，その外貨建ての歴史的原価が機能通貨
である外貨で測定されている。これらの金額をカレントレートで換算することは，歴史
的原価についての歴史的ドル測定値札現在価値についてのカレントドル測定値も導か
ない。実際，土地，建物，機械設備および後入先出法による棚卸資産のような外国にある
資産の換算後の解釈は，決算日レート法が使用される場合，不明瞭である。経営者やそ
の他の財務諸表利用者は，この問題と取り組まなければならない。これらの換算後の資
産残高が，原価についての測定でも価値についての測定でもないなら，それらは何を意
味するのであろうか。Jと指摘している。
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上記のR. K.ストーレイやP. R. ヒントンによる決算日レート法に対す
る批判は，多くの他の論者により引用され，指摘されているへ たとえば， 1. 
S.デミラグ([8J， p. 78 )は， R. K.ストーレイと P.R.ヒントンによ
るによる見解を引用し，決算日レート法に対する同趣旨の批判を「本国主義
(つまり，テンポラル法)の支持者によれば，歴史的原価主義会計のもとでは，
換算についての現地主義(つまり，決算日レート法)は，歴史的原価でも評価
額でもない，意味のない結合数値を導くと主張されるであろう。ヒントンは，
これを『概念上も実務上も無意味な([14J， p.591 ) Jものであると呼んで
いる。さらに，ストーレイは，それは r2つの無関係な数値の積であること以
外何も意味しない ([27]， p.107) 0 Jものを導くと主張している。」と指摘し
ている。また， C. W.ノブス([19]， p.426 )も， R. K.ストーレイや
P. R.ヒントンによる見解を引用し，決算日レート法に対する同趣旨の批判
を「テンポラル法の支持者は，決算日レートで換算される在外子会社の歴史的
原価残高は，歴史的原価でも評価でもない無意味な結合数値となると主張す
る。歴史的原価主義会計に対する決算日レートの適用は 『概念上および実務
上無意味な ([14J，p.591) Jものを導くといわれる。それは， r 2つの無関係
な数値の積であること以外何も意味しない ([27J，p.107) 0 JJ と指摘してい
る。
また，上記の批判から明らかなように，カレントレートによる換算数値は，
歴史的原価を意味しないので，決算日レート法は原価主義会計から離脱するも
24 J.フラワー ([11]， p.306)は. R. K.ストーレイによる見解を引用し，決算日レー
ト法に対する同趣旨の批判を「歴史的原価主義会計のもとでの決算日レート法に対する
会計理論家の基本的異義は，次のようにきわめて単純に示すことができる。つまり，在
外子会社の貸借対照表に歴史的原価で表示されている資産に適用される場合，決算日レー
ト法は無意味な換算数値をもたらす。それは本国通貨による歴史的原価でも，外貨によ
る歴史的原価でもない。それは，現在取替原価でも正味実現可能価値でもない。『この数
値は. 2つの無関係な数値の積であること以外何も意味しない ([27]， p.107 H。ほとん
どの思慮深い会計理論家の意見では この決算日レ ト法の欠陥は，その方法の使用を
まったく受け入れられないものにするほど基本的なものである。」と指摘している。
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のであるとして批判されるへたとえば， G. G.ミュー ラー ， H.ガー ノン， G. 
ミー ク ([18J，pp.97-98 (訳)132-133頁)は，かかる批判を次のように指摘
している。
「貸借対照表日の為替レートすなわち『決算日レートJを用いる方法(決算
日レート法)は論理的な選択と思われるが，決算日レートを用いて貸借対照表
と損益計算書のすべての項目を換算することによって生じる問題は，その手続
が歴史的原価主義会計と矛盾することである。そして，歴史的原価主義会計は，
もちろん，現行の一般に認められた会計原則の基礎である。
矛盾の理由は，以下の例からわかる。アメリカの親会社が$30，000を在外子
会社に投資し，その子会社はその現金を，為替レートが1L C (現地通貨単位)
ニ$1.25のときに現地通貨に両替するとしよう。在外子会社は， L C 24，000 
($ 30，00-;'-1.25)を入手し，土地を購入する。歴史的原価主義会計において，
この土地はLC24.000あるいは$30，000の価値をもっO もし，貸借対照表日ま
でに為替レートが1L C = $1.50に変わり，この決算日レートがLC24，000の
土地を換算するのに用いられると，その土地は， u sドル表示の連結財務諸表
において$36，000 [L C24，000X (1 L C = $1.50)Jと示される。その土地は，
まるで魔法によって価値が増加したかのように示される。」
また， V. C. ウオルザー・ブシイ ([28]， p.235)は，同趣旨の批判を次
のように指摘している。
「国際的な連結財務諸表にも適用する一般に認められた会計原則の側面に関
して，もっとも重要な異義は，おそらく，カレントレートによる換算が慎重性
の原則により修正されている歴史的原価主義と整合しない点にある。歴史的原
価で評価されている資産が外国通貨の切り上げ後に，つまり，報告通貨の切
り下げ後に，決算日の為替レートで換算されるなら，報告通貨での価値は，取
25 S.ベラミー ([6]， p.75)も，同趣旨の批判を「決算日レート法は，在外事業体の帳簿
において原価で記録されている資産の再評価を伴うので，原価主義から部分的に離脱す
るものであると考えられる。したがって，換算プロセスは，歴史的原価から他の何かへ
の会計基礎の変更を伴う。Jと指摘している。
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得時における価値を超えることになる。したがって，企業集団の観点から，歴
史的原価主義が，道守されないこととなる。為替レートが逆に変動する場合，
報告通貨での価値は，非常に低くなり，下限という意味での歴史的原価主義は，
犯される。」
また，基準書第8号 ([9J，par.134)によれば，同趣旨の批判が次のように
指摘されている。
「外貨表示財務諸表において過去価格で測定された資産および負債がカレン
トレートで換算され， ドル表示財務諸表に含められるならば，そのドル表示財
務諸表は，歴史的原価会計から議離することになる。というのは，棚卸資産，
有形固定資産および通常原価で計上されるその他の資産は，レート変動の結果
異なるドル金額で表示されるからである。このドル金額は，偶然一致する場合
を除いて，再調達原価や売却価格の合理的な測定を表すものではない。たとえ
一致したとしても，そのドル金額は，現在米国の一般に認められた会計原則の
もとでは認められない。」
基準書第52号 ([10J，par.92)は，上記の批判に対して，次のように反論し
ている。
「機能通貨アプローチを採用することは，連結財務諸表上に表示される項目
の報告通貨による測定が現行実務として存在する歴史的原価モデルから希離す
ることになると指摘する者もいる。審議会は そうではないと結論づけた。機
能通貨で原価が発生し，それで交換取引が行われる。機能通貨アプローチは，
このような歴史的原価や交換取引を保持している。機能通貨と報告通貨が異な
る場合，機能通貨建ての歴史的原価や交換価格をそのときのドル相当額へ換算
することが，連結プロセスにとって不可欠であるが，為替レートの変動は，そ
れらの歴史的原価や交換価格のドル相当額に影響を及ぼすだけであって，在外
事業体が実際に係わった歴史的原価や交換価格に影響を及ぼすものではない。
別の所で指摘したように，審議会は，在外事業体の業績および財政状態につい
てのもっとも目的適合性のある情報は その事業体の機能通貨表示財務諸表に
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よって提供されると結論づけた。その時点のドル相当額の観点から，これらの
機能通貨表示財務諸表を再表示するためにカレントレートを用いることによっ
て，もっとも目的適合性のある情報が保持される。」
また， v. c.ウオルザーーブシイ ([28J，pp.235-236)は，前記の批判に
対する反論を「外国通貨で表示されている歴史的原価をカレントレートで換算
することは，有意義に解釈できる評価をもたらさないとしばしば文献上指摘さ
れてきた。決算日レート法の支持者は，カレントレートによる換算の場合，換
算というものは，評価として解釈される必要はなく，数学的な転換として解釈
されなければならないとして，この批判に反論している。Jと説明しているへ
決算日レート法の支持者が主張するように，資産の歴史的原価は外貨によっ
てのみ測定できること，また外貨による原価は変化しないことを認めるとして
も，決算日レート法の支持者は，決算日レートで換算した数値について有意義
な解釈を与えていない。したがって，決算日レートによる換算数値は，無意味
な数値であるとの批判は，適切であると考えられる。
(2) 決算日レート法は司現地通貨で測定され噌本国通貨で表示される利益が，
親会社の投資家や債権者に対する資金フローの評価に役立つとの誤った前提
に基づいているとの批判
この批判は，基準書第52号に反対の委員の見解として， r基準書第52号は，
ドルで測定された連結結果ではなく，機能通貨で測定され， ドルで表示された
在外事業の経営成績の総計が，米国の投資家や債権者に対する将来の資金フロー
を評価するさいに，彼らにとって役立つとの誤った前提に基づいている ([10J，
26 基準書第8号 ([9]， par.135)は，決算日レート法が原価主義会計から離脱するもので
あるとの批判に対する反論を「在外事業によって取得された資産の歴史的原価は，外貨
によってのみ測定が可能であり かかる資産にはドルによる歴史的原価は存在しないと
の反対の見解が表明されている。この見解によれば，ある資産の外貨による歴史的原価
をレートの変動に応じて以前より少額のまたは多額のドル金額に換算することは，単に
レートの絶対的な数学上の改訂の結果にすぎず，したがって 歴史的原価の原則から離
脱を意味しない。外貨による原価だけが唯一の歴史的原価であり，その外貨による原価
は変化していない。」と説明している。
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par.38とpar.39の間)oJと指摘されている。また，この批判は， I企業が最終
的に米国の投資家および債権者に対して現金として支払う通貨は， ドルである
ので， ドルによって測定した多国籍企業の業績についての情報を提供すべきで
ある ([10]， par.38とpar.39の間)oJとの基準書に反対の委員の見解に基づい
ていると考えられる。
R. W.スタンレー ([26J，p.32)は，この批判点を例証するために，次の
ような{設例】に基づいて，テンポラル法と決算日レート法とによる利益と資
金フローを表2に示している。
【設例1
1.現地通貨が機能通貨として指定されている。
2 .米国の多国籍企業が，在外子会社へ1，000ドル資本を拠出する。
3.資金が， 1，000ドルの固定資産(耐用年数10年)を購入するために使用さ
れる。
4.為替レートは，第 1期において 1現地通貨=1ドルである。その後，第2
期の期首に， 1現地通貨=0.9ドルに切り下げられ，それ以降は，一定のま
まである。
5.歴史的ドル原価は， 1，000ドルである。現地通貨での歴史的原価は， 1，000 
現地通貨である。
6.年間売上高は，減価償却費に等しいヘ減価償却は定額法による。この方
法は，現地通貨法のもとでは毎期100現地通貨， 歴史的レート法のもとでは
毎期100ドルの減価償却費をもたらす。決算日レート法のもとでは，第 l期
において100ドル，その後の第2期から第10期までは，毎期90ドルの減価償
却費が生じる。
7.現金は，各期末に送金される。他に在外子会社の活動はない。
27 R. W.スタンレーによる[設例】では， r年間売上高は，売上原価に減価償却費を加
算したものに等しい。」となっているが，表2の表示内容から明らかに「年間売上高は，
減価償却費に等しい。Jとすべきであるのでそのように変更した。
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表2
第 I期 第2-10期 10 年
(現地通貨1= 1ドル) (現地通貨1= 0.9ドル) 丈口』 計
HR CR HR CR HR CR 
現地通貨ドル ドル 現地通貨 ドjレ ドル 現地通貨 ドjレ ドlレ
フ士三ロ'" 上 100 100 100 900 810 810 1000 910 910 
減価償却 100 100 100 900 900 810 1000 1000 910 
利 益 。。。 。(90) 0 o (90) 。
ドル
現地通貨 HR CR 
資産原価 1000 1000 910 
売上(現金インフロー) 1000 910 910 
純現金インフロー/(アウトフロー) 0 (90) 0 
R. W. スタンレー ([26]， p.32)は，表2に示された「テンポラル法と決
算日レート法による利益と資金フロー」に基づいて，決算日レート法がドルの
観点からの資金フローの評価に役立たないことを次のように説明している。
「この例によれば，歴史的レート法(テンポラル法一引用者挿入)のもとで
は，連結される実体が，累積で90ドルの純現金アウトフロー(損失)をもった
ことが示されている。また，この例によれば，固定資産への1，000ドルの当初
投資額が回収されなかったことが示されている。この結果は，固定資産に対す
る歴史的ドル原価会計モデルのもとでのみ明らかにされる。決算日レート法の
もとでは，累積した連結損益計算書には，投資期間にわたり 90ドルの純現金ア
ウトフローがある場合でさえ，損得のない状態が映しだされたであろう。現金
価値で90ドルの損失は，投資が売却されるかあるいは完全にまたは実質的に清
算されるまで，株主持分に閉じ込められる。(すべての実務的な目的にとって，
このことは，無限の繰り延べを意味する。)J
さらに， R. W.スタンレー ([26J，p.32)は，米国の投資家の関心は，米
国ドルでの配当金や米国ドルの観点からの投資の増加にあるので，現地通貨の
観点からではなく，米国ドルの観点からの資金フローの評価に役立つ経営成績
についての情報を提供すべきであるとの見解を次のように述べている。
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「米国の株主は，米国ドルでの配当金の受取および米国ドルの観点からの彼
らの投資の増加に関心があると考えられる。このように考えることは，次に，
経営者がそのスチュワードシツプ責任を遂行するにあたり，彼らが米国ドルの
観点からの会社の現金フローおよび、報告利益に基本的に関心もつことを要求す
る。そうでないなら，経営者は，投資家にとって最適な結果を達成しないし
会社の業績評価にとってもっとも目的適合性があり，かつ信頼しうる情報を投
資家に報告しないというリスクを冒す。株主に対する責任を遂行するさいに
経営者は，在外子会社の活動の結果を現地通貨の観点から見ることが有用であ
ることを(おそらく)知るであろう。しかし，経営者のもっとも重要な関心は，
米国ドルの観点からのこれらの結果についての評価であるにちがいない。」
基準書第52号 ([10]， par.93)は，機能通貨の観点を支持する見解を「換算
される機能通貨表示の損益計算書のほうが， ドルの観点から測定される構成要
素をもっ損益計算書よりも米国の投資家または債権者に対して将来の資金フロー
を評価するに必要な情報をよりうまく提供する ([10J，par.38とpar.39の間)oJ
と述べた上で，前記の批判に対して次のように反論している280
「機能通貨アプローチが連結原則と矛盾していると確信する人たちは，時に，
米国(本国)主義対現地主義という観点から 議論を提起する。彼らの主張に
よれば，現地主義は，米国の投資家や債権者がドルによる資金フローより機能
通貨による資金フローに関心をもっているという誤った仮定をもうけていると
28 基準書第52号 ([10]， par.73)は，同趣旨の主張を「財務報告の中心は，利益とその構
成要素の測定により提供される企業の業績についての情報にある。正味の資金フローに
ついての予測に関心のある人々は，特にその情報に興味をもっている。在外事業体の正
味の資金フローについての予測は その機能通貨で発生する取引や事象の観点からのそ
の業績から必然的に得られる。次に 在外事業体から連結企業への正味の資金フロ}に
ついての予測は，当該機能通貨での正味の資金フローを在外事業体へ再投資するか，転
換して分配するかによって必然的に得られる。したがって，審議会は，在外事業体の業
績は，機能通貨(事業体がそれによって主に事業を行い，現金を稼得じ消費し，現金を再
投資したり，転換し親会社へ分配したりする通貨ー引用者挿入)の観点から，米国の一
般に認められた会計原則の適用によってもっともうまく測定されると考えている。」とも
述べている。
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される。逆に，審議会は 企業のドルによる資金フローを評価するのに機能通
貨アプローチがもっともよい基礎を提供すると確信するが故に，それを採用し
たのである。在外事業体の正味の資金フローは ドルによる資金フローの源泉
のlつである。しかしながら，在外事業体が機能通貨による正味の資金フロー
を実現し，その後に，その資金フローはドルに転換できるのである。たとえば，
在外事業体の固定資産は，直接的には，機能通貨による収益を生みだすために
使われる。機能通貨による正味の資金フローがドルによる資金フローへの転換
に利用可能なものとなるのは，在外事業体のすべての収益稼得プロセスを通し
てであり，間接的である。」
この反論の核心部分は，現地通貨で測定される利益が，企業のドルによる資
金フローを評価するのにもっともよい基礎を提供するとの主張にあると考えら
れる。つまり，この反論においては，現地通貨で測定され ドルで表示される
利益が企業のドルによる資金フローを評価するのにもっともよい基礎を提供す
るとの主張として展開されていない。したがって，決算日レート法は，現地通
貨で測定され，本国通貨で表示される利益が 親会社の投資家や債権者に対す
る資金フローの評価に役立つとの誤った前提に基づいているとの批判は，適切
であると考えられる。
(3) 決算日レート法は司矛盾する 2つの前提から導きだされているとの批判
基準書第52号([10]， par.38とpar.39の問)は，矛盾する前提に関する批判
を次のように説明している。
「本基準書で明らかにされた外貨表示財務諸表の換算基準(決算日レート法一
引用者挿入)は，相い矛盾する 2つの前提から導きだされている。第一の前提
は，為替レートのリスクを負っているのは，在外事業の個々の資産および負債
ではなく，親会社の在外事業への純投資であるとの前提である。第二の前提は，
換算というものは，機能通貨で測定されたのと同じように外貨表示財務諸表上
の項目聞の諸関係を保持すべきものであるとの前提である。親会社の純投資が
リスクにさらされているという前提は，為替レートのリスクについてのドルの
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観点からの見方を反映し，為替レート変動の影響をドルによって測定すること
を必要とする。他方，機能通貨表示財務諸表上の各測定値聞の諸関係を保持す
るという前提は，為替レート変動の影響を機能通貨によって測定することを必
要とする。J
要するに，第一の前提(親会社の純投資がリスクにさらされているという前
提)のもとでは，為替レート変動の影響はドルによって測定される必要がある
が，第二の前提(機能通貨表示財務諸表上の各測定値間の諸関係を保持すると
いう前提)のもとでは，それはドルによって測定される必要はないことになる。
したがって，決算日レート法の基礎にあるこれら 2つの前提は，矛盾するもの
であると批判される。
決算日レート法が，このような矛盾する 2つの前提に基づいていることから，
すでに指摘したように，換算調整勘定の本質についてそれぞれの前提に基づい
て次のような 2つの異なる見解が主張されている。第一の見解によれば，換算
調整勘定の本質は，純投資のドル相当額についての未実現の増加または減少で
あり，在外事業体により稼得された現地通貨による資金の流れに影響を与える
ものではないと説明される(本論文43頁参照)。この第一の見解は，親会社の
純投資がリスクにさらされているという前提に基づいていると考えられる。第
二の見解によれば，換算調整勘定の本質は，単なる換算プロセスの結果であり，
外貨換算調整勘定の累積額は，恒常ドルで測定された持分(純資産)と名目的
なドルで測定された同じ純資産との差額に類似するものであると説明される。
(本論文52頁参照)。この第二の見解は，機能通貨表示財務諸表上の各測定値聞
の諸関係を保持するという前提に基づいていると考えられる。このように，換
算調整勘定の本質についてもそれぞれの前提に基づいて 2つの異なる見解が主
張され，統一的な見解が示されていない。したがって，決算日レート法が矛盾
する 2つの前提から導きだされているとの批判は，適切であると考えられる。
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N むすび
本論文では，第2節において，決算日レート法を支持する 2つの主要な見解
の論理とその問題点を検討し，第3節において，決算日レート法に対する批判
を検討した。 決算日レート法を支持する主要な見解として， (1) I決算日レート
法の換算結果は，為替レートの変動による予測される経済的効果と一般的に整
合するJとの観点から，決算日レート法を支持する見解と(2)I決算日レート法
によれば，外貨表示財務諸表における項目聞の諸関係が，換算後も保持される」
との観点から，決算日レート法を支持する見解を検討した。検討の結果，前者
の見解(1)を次のような 3つの命題からなる論理に集約し，明確化した。
① 在外子会社が独立型の場合，その資産・負債は為替レート変動の影響を
相互にヘッジし合うので その純資産(純投資)だけが為替リスクを負っ
ていると考えられる。
② 決算日レート法によれば すべての資産・負債が，決算日レートで換算
されるので，決算日レート法は，為替レート変動による利得と損失が相殺
される状況を適切に処理する。つまり，決算日レート法の換算結果は，為
替レートの変動による純資産(純投資)への影響を反映する。
③ したがって，決算日レート法の換算結果は，有利な為替レートの変動が
生じる場合(現地通貨が強くなる場合)，純投資の本国通貨相当額を増加
させ，また，不利な為替レートの変動が生じる場合(現地通貨が弱くなる
場合)，純投資の本国通貨相当額を減少させる。つまり，決算日レート法
の換算結果は，為替レートの変動による予測される経済的効果と一般的に
整合する。
上記の論理について次のような 2つの問題点を指摘した。 1つは，この論理
は，純投資概念(純資産だけが為替リスクを負っている。)に基づいている。
しかしながら，連結手続においては，在外子会社の資産および負債は，個々の
項目ごとに換算・合算され，連結財務諸表に組み込まれる。したがって，純投
資概念に基づく決算日レート法は，かかる連結手続にとって不適切な換算方法
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であるとの問題点である。もう 1つは，決算日レート法による換算結果が，常
に「為替レート変動による予測される経済的効果と整合する」とはかぎらない
との問題点である。前者の問題点は，純資産だけが連結財務諸表に計上される
わけではないことを酪酌すると，指摘するに値するものと考えられる。また，
後者の問題点も，為替レート変動による予測される経済的効果を確実に予測す
ることは不可能であり，決算日レート法による換算結果が常に「為替レート変
動の予測される経済的効果との一致」をもたらすと断定できないことを酪酌す
ると，指摘するに値するものと考えられる。
また，検討の結果，後者の見解(2)を次のような3つの命題からなる論理に集
約し，明確化、した。
①在外子会社が独立型の場合，その活動が，外国における経済的・法的・
政治的環境において，現地通貨で行われているとの事実を認識すべきであ
る。
② このような認識に基づけば外国における経済的・法的・政治的環境の
もとでの活動を反映した，現地通貨を測定単位とした(複数測定単位)外
貨表示財務諸表がもっとも有意義であると考えられる。
③ したがって，換算の目的は，測定単位を変更すべきではないし，外貨表
示財務諸表における項目聞の諸関係を換算後も保持すべきである。決算日
レート法は，この換算目的を達成できるので，適切な換算方法である。
上記の論理について次のような 2つの問題点を指摘した。 1つは，この論理
の出発点である現地主義(あるいはその基礎にある独立性)は，連結財務諸表
作成目的の基礎にある単一企業概念と矛盾するとの問題点である。もう 1つは，
決算日レート法は 単一測定単位を犯すとの問題点である。前者の問題点は，
現地主義(あるいはその基礎にある独立性)と整合する連結財務諸表の目的に
ついての納得のいく議論がこれまでのところ展開されてきていないこと，また，
在外子会社が，親会社に対して独立的であるなら，それを連結すること自体に
疑問があることを酪酌すると，指摘するに値するものと考えられる。また，後
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者の問題点も，複数測定単位を用いる場合，換算の結果生じるドル金額を集計
したり，それらの金額と国内事業のドル金額とを集計することから， ドルによ
る測定でも，別の通貨による測定でもない合計額が生じることを酪酌すると，
指摘するに値するものと考えられる。
また，決算日レート法における換算調整勘定の処理(純利益から排除し，株
主持分に直接計上する)は，前記の 2つの決算日レート法支持論のもとにおい
て，それぞれ異なる換算調整勘定の本質論に基づいていることを明らかにした。
前者の見解(1)のもとでは，その処理は，換算調整勘定が純投資のドル相当額に
ついての未実現の増加または減少であり，在外事業体により稼得された現地通
貨による資金の流れに影響を与えるものではないとの本質に基づいている。後
者の見解(2)のもとでは，その処理は，換算調整勘定が単なる換算プロセスの結
果であり，外貨換算調整勘定の累積額は，恒常ドルで測定された持分(純資産)
と名目的なドルで測定された同じ純資産との差額に類似するものであるとの本
質に基づいている。
決算日レート法を支持する 2つの見解のそれぞれの論理に固有の問題点の他
に，決算日レート法に対する次のような 3つの批判を検討した。つまり，①決
算日レートによる換算数値は，無意味な数値であるとの批判，②決算日レート
法は，現地通貨で測定され，本国通貨で表示される利益が，親会社の投資家や
債権者に対する資金フローの評価に役立つとの誤った前提に基づいているとの
批判，③決算日レート法は，矛盾する 2つの前提から導きだされているとの批
判。①の批判については，決算日レート法の支持者が主張するように，資産の
歴史的原価は外貨によってのみ測定できること，また外貨による原価は変化し
ないことを認めるとしても，決算日レート法の支持者は，それを決算日レート
で換算した数値について有意義な解釈を与えていない。したがって，この批判
は，適切であると考えられる。②の批判については，決算日レート法の支持者
は，現地通貨で測定される利益が，企業のドルによる資金フローを評価するの
にもっともよい基礎を提供すると主張されているが，現地通貨で測定され，本
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国通貨で表示される利益が企業のドルによる資金フローを評価するのにもっと
もよい基礎を提供すると主張として展開されていない。したがって，この批判
も，適切であると考えられる。③の批判については，親会社の純投資がリスク
にさらされているという前提のもとでは，為替レート変動の影響はドルによっ
て測定される必要があるが，機能通貨表示財務諸表上の各測定値聞の諸関係を
保持するという前提のもとでは，それはドルによって測定される必要はないこ
とになる。したがって，この批判もまた，適切であると考えられる。
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